
富山市社会福祉審議会運営要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、富山市社会福祉審議会条例（平成１７年条例第１６号。以下「条例」

という。）第１１条の規定に基づき、富山市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）

の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（専門分科会及び審査部会） 

第２条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１１条第１項の規定により民生委員審

査専門分科会及び身体障害者福祉専門分科会、同条第２項の規定に基づき老人福祉専門

分科会及び地域福祉専門分科会並びに同法第１２条第２項の規定により読み替えて適用

される同法第１１条第１項の規定により児童福祉専門分科会を置く。 

２ 社会福祉法施行令（昭和３３年政令第１８５号）第３条第１項の規定により身体障害

者福祉専門分科会に、審査部会を置く。 

（副委員長） 

第３条 審議会に委員長の指名による副委員長を１名を置き、委員長に事故があるとき、

又は欠けたときは、その職務を代理する。 

２ 副委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委員又

は臨時委員がその職務を代理する。 

（専門分科会副会長） 

第４条 審議会の各専門分科会に、その専門分科会長の指名による専門分科会副会長を１

名置き、専門分科会長に事故があるとき、又は欠けたときは、専門分科会副会長がその

職務を代理する。 

（審査部会長及び審査部会副会長） 

第５条 審査部会に会長を置き、その審査部会に属する委員及び臨時委員の互選によって

これを定める。 

２ 審査部会に、その審査部会長の指名による審査部会副会長を１名置き、審査部会長に

事故があるとき、又は欠けたときは、審査部会副会長がその職務を代理する。 

（専門分科会及び審査部会の会議） 

第６条 条例第５条の規定は、専門分科会及び審査部会について準用する。この場合にお

いて、同条中「審議会」とあるのは「専門分科会」又は「審査部会」と、「委員長」と

あるのは専門分科会にあっては「専門分科会長」と、審査部会にあっては「審査部会長」

と、それぞれ読み替えるものとする。 

２ 専門分科会及び審査部会の調査審議事項並びに条例第９条の規定による専門分科会及

び審査部会の決議をもって審議会の決議とする事項は、別表のとおりとする。 

３ 民生委員審査専門分科会及び審査部会の会議は、非公開とする。 

（庶務） 
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第７条 審議会の庶務は、社会福祉課において総括する。ただし、次の各号に揚げるもの

については、当該各号に揚げる課が処理するものとする。 

 (1) 民生委員審査専門分科会及び地域福祉専門分科会 社会福祉課 

 (2) 身体障害者福祉専門分科会及び審査部会 障害福祉課 

 (3) 児童福祉専門分科会 子育て支援課 

 (4) 老人福祉専門分科会 長寿福祉課 

（細則） 

第８条 この要領に定めるもののほか、審議会の運営その他について必要な事項は、審議

会が定める。 

   附 則 

 この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成１７年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成１８年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２４年４月２日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２５年６月２８日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

 

別表（第６条関係） 

分科会等 調査審議

事項 

審議会の決議とする事項 

民生委員

審査専門

分科会 

民生委員

の適否の

審査に関

する事項 

(1) 民生委員法（昭和２３年法律第１９８号）第５条の規定

による民生委員の推薦 

(2) 民生委員法第７条の規定による民生委員の再推薦 

(3) 民生委員法第１１条の規定による民生委員の解嘱の具

申 

身体障害

者福祉専

門分科会 

身体障害

者の福祉

に関する

事項 

(1) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４０

条の規定による身体障害者生活訓練等事業等の制限又は停

止 

(2) 身体障害者福祉法第４１条の規定による市の設置する

身体障害者社会参加支援施設又は養成施設の事業の停止

又は廃止 



身体障害

者福祉専

門分科会

審査部会 

身体障害

者手帳交

付に関す

る事項及

び指定自

立支援医

療機関（更

生医療・育

成医療）に

関する事

項 

(1) 身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第

５条に規定する身体障害者手帳交付に係る障害の程度の

審査判定 

(2) 身体障害者福祉法第１５条に規定する身体障害者手帳

交付に係る医師の指定 

(3) 身体障害者福祉法施行令３条に規定する身体障害者手

帳交付に係る医師の指定の取り消し 

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する 

ための法律（平成１７年法律１２３号）第５９条、第６０

条及び第６８条に規定する指定自立支援医療機関（更生 

医療・育成医療）の指定、指定の更新又は指定の取り消し

若しくは効力の停止 

児童福祉

専門分科

会 

児童並び

に母子及

び寡婦の

福祉に関

する事項 

(1）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４６条に規

定する児童福祉施設の事業の停止（助産施設、母子生活支

援施設及び保育所に限る。） 

(2) 児童福祉法第５９条に規定する届出をしていない児童

福祉施設の事業の停止又は施設の閉鎖（助産施設、母子生

活支援施設及び保育所に限る。） 

(3) 母子及び寡婦福祉法施行令（昭和３９年政令第２２４

号）第１３条（第３８条において準用する場合を含む。）

に規定する母子及び寡婦福祉資金の貸付けの停止 

(4) 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３

１条第２項に規定する特定教育・保育施設及び第４３条第

３項に規定する特定地域型保育事業の利用定員の設定 

(5) 子ども・子育て支援法第６１条第７項に規定する市町村

子ども・子育て支援事業計画の策定又は変更 

(6) 子ども・子育て支援法第７７条第１項第４号に規定する

子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推

進に関し必要な事項及び当該施策の実施状況の調査審議 

老人福祉

専門分科

会 

高齢者の

福祉に関

する事項 

(1) 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１８条の２

に規定する老人居宅生活支援事業又は老人デイサービス

センター、老人短期入所施設若しくは老人介護支援センタ

ーの事業の制限又は停止 

(2) 老人福祉法第１９条に規定する養護老人ホーム又は特

別養護老人ホームの事業の廃止又は認可の取り消し 

地域福祉

専門分科

会 

地域福祉

の推進及

び地域福

祉計画に

関する事

項 

(1) 社会福祉法第４条に規定する地域福祉の推進に関する

重要な施策等の適否 

(2) 社会福祉法第１０７条に規定する地域福祉計画の策定

又は変更 

 


